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第５期 事業報告 
 

（ 自 令和 2年 4月 1日   至 令和 3年 3月 31日 ） 

１．株式会社の現状に関する事項 

 （１）事業の経過及びその成果 

2020年度の観光業界は、4～5月第 1波、7～8月第 2波、12～1月第 3波と、コロナ感染症に 

   より甚大な影響を受けた 1年でした。このような状況下当社は、前期株総の事業報告で記載した、 

社に甚大に影響を与えかねない緊急 3課題～この解決に向け組織一丸となり取り組んできました。 
 

  緊急課題（１）  このコロナ環境が続けば、2020 年度期末に債務超過に陥りかねない危惧がある 

  緊急課題（２）  ここ 1～2 年の間で、既存の観光モデルが通じなくなるような、大きな変化が起こりうる 

  緊急課題（３）  変化する市場に対し、現体制でいいのか、早期に多角度から徹底議論が必要である 
 
まずは準備していた 3 ヵ年計画を棚上げとし、代わりに緊急 3課題に特化した単年度計画を策 

定、ポイントは～異なる時間軸の 3課題を、この 1年間を期限に同時進行させ、3課題に対し～回 

避・解消する／シフトさせる／方向を固める～ という結果を出すという計画でした。 
 

方面 1・時間軸 1 2020 年度「債務超過の回避戦」       ⇒ 債務超過を回避・解消する為の計画 

方面 2・時間軸 2 2021 年度「中高・遠長モデルへの転換戦」 ⇒ 新モデルへシフトさせる為の計画 

方面 3・時間軸 3 2022 年度「組織・目的のあり方戦」     ⇒ 市場変化に対し方向を固める為の計画 
 

以上を進めた結果、売上高 は 253,956千円（前期比 108.3％）、総利益は 221,315千円（前期比 

118.1％）、販管費は 208,313 千円（前期比 111.9％）となり、営業利益は 13,002 千円（前期 11,770

千円増）、経常利益は 13,075 千円（前期 11,843 千円増）、当期純利益は 12,856 千円（前期 11,806

千円増）となりました。コロナ禍にもかかわらず、2期連続の黒字を確保することができました。 

全国の運輸・観光系企業が赤字となる中、社が黒字化できたのは、35 日連続休業という仮死状

態時に、起死回生に向け急ピッチで計画練り上げ、再開と同時に、本業に拘ることなく、ありとあら

ゆる案件を、できる・できないは二の次に、一丸となり取り込んできた～その結果だと考えています。 

しかし一方では、今回の黒字は助成金やコロナ対策事業の獲得が大きな割合を占めており、今

後の助成金や事業の漸減を考えれば、今から即、自らの身を削ぐような改革に着手しない限り、こ

れからの優勝劣敗・淘汰時代を生き残ることはできないと考えられます。 

そこで、「2021-2022 構造改革 2 カ年計画 ～after コロナ下での生き残りをかけて」～を策定、自

らを生き残れる体質へ改造する～という計画をたて、現在進めているところです。 

2021 年度から「優勝劣敗・淘汰時代」に突入します。これからの 2 年間で、収入・原価・経費の 3

つの構造改革を必ず成し遂げ、afterコロナ下でも生き残れる収支構造を手に入れたいと思います。 
 

（２）資金調達等についての状況 

    設立時 2，005 株（払込金額１株につき 20，000 円）を発行し、資本金 40，100，000 円でスタート

しました。その後、2016 年 11 月に増資を行い、995 株（〃）を追加発行して、資本金 60，000，000

円となり現在に至っております。 
 
 （３）財産及び損益状況の推移 

 

 

第２期 

(平成 29年度) 

第３期 

(平成 30年度) 

第４期 

(令和元年度) 

第５期 

(令和２年度) 

 

前期増減 

売上高 209,181千円 220,728千円 234,571千円 253,956千円 19,385千円 

売上総利益 178,581千円 185,371千円 187,452千円 221,315千円 33,863千円 

販管費 194,785千円 195,492千円 186,220千円 208,313千円 22,093千円 

営業利益 ▲16,204千円 ▲10,121千円 1,232千円 13,002千円 11,770千円 

経常利益 ▲15,738千円 ▲9,332千円 1,233千円 13,075千円 11,843千円 

当期純利益 ▲15,920千円 ▲9,515千円 1,050千円 12,856千円 11,806千円 

１株当り純利益 ▲5,307円 ▲3,172円 350円 4,285円 3,935円 

総資産 67,383千円 68,154千円 64,160千円 80,153千円 15,993千円 

純資産 46,800千円 37,286千円 38,336千円 51,191千円 12,856千円 
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（４）主要な営業所及び従業員の状況 

名称 所在地 

㈱島原観光ビューロー 島原城本部 〒855-0036 島原市城内１丁目 1183-1 

㈱島原観光ビューロー 外港事務所 〒855-0861 島原市下川尻町 7-5 
 
 

令和 3年 3月 31日現在 

 総合企画支援部 DMO推進室 誘致営業推進部 商品企画販売部 合計 前期末増減 

社員 ２ （2） １ （1） ４ （３） ５ （３） １２  （９） １ 

契約ほか ３ （0）  （0） ２ （１） ２０（２０） ２５ （２１） ▲２ 

合計 ５ （2） １ （1） ６ （４） ２５（２３） ３７ （３０） ▲１ 
 
注１： ( )内は女性    注２： 役員除く 

  

（５）対処すべき課題 

   ①２０２０年度に掲げた「対処すべき課題」の結果について 

（ア） コロナ影響対応の単年度計画を策定し実行する。 

まず 2021年度の「指定管理料ゼロ化」と「3 ｶ年中計 stage2」のスタートを先送りとしたうえで、 

課題解決に向けた単年度計画 ～「コロナ対応 3方面・3時間軸 同時戦」～を以下の手順で 

策定、期限を切って答え・結果を出すべく取組みました。 
 
【手順１ ～まずは、近未来の市場を予測し仮説を立てました】 

仮説（１） 市場は決して 100％には戻らない、観光客の ▲30％減が常態化した市場になる 

仮説（２） 観光客 ▲30％減の常態化により、 無為無策だと総利益の ▲3,500 万が消滅する 

仮説（３） 増収と経費減をしても 2,000 万が限度、現状 ▲1,500 万のカバー策が見当たらない 

仮説（４） 2021 年度から、国(県市)でも制御できない、優勝劣敗・淘汰時代に突入する 
 

【手順２ ～この４つの仮説下において、当社に起こりうる リスクを洗い出しました】 

リスク（１） 現在のコロナ環境が続けば、社は 2020年度期末において債務超過に陥りかねない 

リスク（２） ここ 1～2年の間に、既存観光モデルが通用しなくなるような、大きな変化が起こりうる 

リスク（３） 従って、現体制でいいのか、早期に徹底した議論をしないと淘汰の波に飲み込まれる 
 

【手順３ ～そのリスクに対し、個別の単年度対応計画を策定し、且つ実行しました】 

債務超過 リスク  ⇒ 計画１「方面１・時間軸１ 2020年度 債務超過の回避戦」  

モデル崩壊リスク  ⇒ 計画２「方面２・時間軸２ 2021年度 中高・遠長モデルへの転換戦 」 

淘汰時代 リスク  ⇒ 計画３「方面３・時間軸３ 2022年度 組織・目的のあり方戦」  
 

その結果、「債務超過リスク」に対しては、2期連続の黒字で回避するとともに、累損も 1285 

      万減らしました。「モデル崩壊リスク」に対しては、MRや VR ツアーなど中高価格帯の新商品を 

造成する等、滞在時間の延長に繋がる商品・仕組み作りに着手しています。「淘汰時代リスク」 

に対しては、淘汰時代における社の組織体（株式型や一社型等）はどうあるべきか、その目指 

すべきものは～等、コロナ下における組織の進むべき方向を、新たに議論し固めなおしました。 

 

（イ） ２０２０年度で終了する委託２事業の今後について 

2020年度で終了する「島原城七万石物語事業（雇用 5名）」、「湧水城下町おもてなし事業(雇 

用 3名）」の後継事業を確保すべく、市とともに進めてきました。その結果、以下のように後継 

事業を確保でき、引き続き雇用を守ることができました。 
 

      ①島原城七万石物語事業   →2021年度～2025年度 「島原城築城 400年武将隊ＰＲ事業」 

                                           ＊国の委託事業として 5年間獲得 

      ②湧水城下町おもてなし事業 →2021年度～2023年度 「鯉の泳ぐまち魅力アップ事業」 

                                           ＊県の委託事業として 3年間獲得 
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②２０２１年度中に対処すべき課題について 

（ア） 「構造改革２カ年計画 」～うち、2021年度目標である 1600万の利益改革を成し遂げる 

with・after コロナ下の市場・経営環境を想定のうえ、70％の収益下でも生き残れる企業体質 

になるべく ～「構造改革 2 カ年計画」を策定、その 2021年度目標額の達成を目指します。 
 
課題① 「収入構造改革」 を成し遂げます 

目標 ：原価構造改革と合わせ、2021年度中に増収 1,000万を成し遂げます。 

         ■観光事業■ ～「安近短モデルから中高・遠長モデルへの転換」 

           ◇既存商品の磨き直しによる単価アップを進めます。（価格納得性をもったうえで） 

           ◇新たな中・高価格帯の新商品を造成します。 

           ◇絶対インフラの再構築（ﾊﾞﾘｱ・ﾌﾘｰの環境整備）により、新たな需要を掘り起こします。 

           ◇受地インフラの再構築（第４の 2 次交通網構築）により、時間と消費の増を目指します。 

         ■物販事業■ ～「脱！土産品店、マルチタスク Shopへの加速」 

           ◇土産品販売スペースの半減化 （土産品を大量購入するような時代は二度とこない） 

             →ABC分析導入により、論理的な商品選別（死に筋商品の選別）を実施します。 

             →PPM分析導入により（負け犬/問題児など）、論理的な売れる棚割りを実施します。 

             →NET強化～ふる納低額返礼品の取扱いを拡大します（販売チャネルの NETシフト） 

           ◇カテゴリー取得観光案内所の新設…４カ所目の物販併設の観光案内所を作ります。 

             →バリアフリー商品の販売スペースの確保と、新 VR ツアー商品の造成をします。 

         ■新規事業■ ～「21まちで新規事業へトライ」 

           ◇第 4の 2次交通網「乗捨て可能なめぐチャリ事業」を立上げます。（新設案内所内） 

           ◇湧水館第１ステージ～「古民家喫茶事業」へトライします。 
 
      課題② 「原価構造改革」 を成し遂げます 

目標 ：収入構造改革と合わせ、2021年度中に増収 1,000万を成し遂げます。 

         ■観光事業■ ～「損益分岐点（BEP）管理の徹底」 

◇めぐりんチケット BEP3,000冊化を実現します。 

◇企画商品毎の損益把握と改善を継続します。 

         ■物販事業■ ～「ABC分析が全ての基本」 

◇ABC分析・PPM分析に基づき、ORC も含めた原価交渉を実施します。 

＊分析・交渉結果を元にして、商品の選別と売れる棚割り・販促を行います。 

◇継続して PB（プライベートブランド）を開発します。（自ら原価率低減に取り組みます） 
 
      課題③ 「経費構造改革」 を成し遂げます 

目標 ：2021年度に経費減 ▲600万を成し遂げます。 

          ・光熱水費の見直し  ・・・第二電電へ 

          ・管理委託費の見直し・・・入退場自動改札の検討／警備保障会社との契約検討～等 

 

（６）剰余金の配当等を、取締役会が決定する旨の定款の定めがあるときの権限の行使に関する方針 

当社は、株主に対する利益還元を経営上の重要な施策の一つとして位置付けております。 

当社は、将来における安定的な成長と、環境の急激な変化にも対応できるよう、必要な内部留保 

を先に確保し、その上で経営成績に応じ、株主への利益還元を継続的に行う～ことを基本とします。 
 
 

２．株式に関する事項 

  ①発行可能株式数        3,000株 

  ②発行済株式の総数      3,000株 

  ③当事業年度末の株主数    223名 

  ④大株主（発行済株式総数の 10分の 1以上） 
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                 令和 3年 3月 31日現在 

株主名 持株数 

島原市 2,000株 

 

３．会社役員に関する事項 

 （１）取締役及び監査役の氏名等                           令和 3年 3月 31日現在 

地位及び担当 氏 名 他の法人等の代表状況 

代表取締役 中村 慎次  

取締役 古川 隆三郎 島原市長 

取締役 満井 敏隆 島原商工会議所 会頭 

取締役 小川 洋 ㈱長崎経済研究所 代表取締役社長 

監査役 八幡 秀昭  
 

注1 取締役古川隆三郎氏、満井敏隆氏、小川洋氏は会社法第 2条 15号に定める社外取締役ではあり

ますが、その中でも小川洋氏は独立役員となります。 

注2 監査役八幡秀昭氏は、会社法第 2 条 16 号に定める社外監査役ではありますが、その中でも独立

役員となります。 

注3 監査役八幡秀昭氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有するものであります。 

 

 （２）取締役及び監査役の報酬等の総額 

 人員 報酬等の額 

取締役 4人 8,600,000円 

監査役 1人 600,000円 

計 5人 9,200,000円 
 

注1 報酬等の額は令和 2 年 4 月 1 日～令和 3 年 3 月 31日までの合計額です。 

注2 古川取締役と満井取締役は、その社会的立場から無報酬としています。 

注3 第 1 回取締役会にて、小川取締役・八幡監査役より、今期報酬の返上申し出がありました。 

最終的に、決算状況を踏まえ５０％の返上を受入れました。 

 

（３）社外独立役員の取締役会への出席及び発言状況 

取締役 小川 洋 

令和 2年 6月 15日第 5期・第 1回取締役会、6月 29日第 2回取締役

会、8月 25日第 3回取締役会、11月 13日第 4回取締役会、令和 3年

2月 24日第 5回取締役会に出席し、議案・審議等につき必要な発言を

適宜行っております。 

監査役 八幡 秀昭 

令和 2年 6月 15日第 5期・第 1回取締役会、6月 29日第 2回取締役

会、8月 25日第 3回取締役会、11月 13日第 4回取締役会、令和 3年

2月 24日第 5回取締役会に出席し、主に公認会計士としての専門的見

地から、議案・審議等につき必要な発言を適宜行っております。 
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